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は じ め に
1940年実施の「創氏改名」に関する研究は，
この10年の間に充実したものとなっている。最
近の研究では，創氏改名実施までに朝鮮総督府
が朝鮮人の名前に関してとってきた政策につい
ても成果が発表されている。この政策を要約す
れば,「すべての住民に個人識別の機能をもつ
名前をつけさせるという「近代化」の政策であ
ると同時に，日本人には理解し難い名前を排除
し，さらには日本人的な名前をも排除するとい
う二重の意味で抑圧的な政策であった」とされ
る1)。
研究史のうえでは，このような併合直後から
の名前に関する政策を踏まえ，創氏改名に至る
政策決定過程の解明が今後の課題となっている。
それゆえ，本稿は「日本人的な名前をも排除す
る」政策が創氏改名へと転換することを念頭に
置き，その政策決定過程を解明するための前段
階として，1920年代における総督府の「創氏」
構想を中心に考察する。
あまり知られていないことであるが，1920年
代にも「創氏」(氏
うじ
の創設＝「民法」における
家の称号である氏を朝鮮人にも設けること）に
向けた法改正作業がおこなわれていた。改正法
規の制定に至らなかったとはいえ，この時期の
立法事業を解明することは，創氏改名に至る政
策決定過程を考えるうえで重要な作業となるだ
ろう。
そのための方法として,「朝鮮民事令」(1912
年，制令第７号）における家族法の改正を検討
する視点2)が必要だと考え，その立場から「創
氏」の立法問題を中心に分析をおこなおうとす
る｡「朝鮮民事令」は,「内地」の「民法」｢民
法施行法」｢商法」｢商法施行法」｢民事訴訟法」
｢人事訴訟手続法」等の23の法律を朝鮮に依用
することを定めた法律である（第１条)。ただ
し，第11条の「親族」｢相続」に代表されるよ
うに，内地法の規定が適用されないで朝鮮の
「慣習ニ依ル」という規定もある3)。
187
*本学文学部
朝鮮総督府の「創氏」構想
1920年代を中心に
青 野 正 明＊
1) 創氏改名に関しては，宮田節子・金英達・梁泰
昊『創氏改名』(明石書店，1992年）や金英達
『創氏改名の研究』(未來社，1997年）が参考にな
る。創氏改名以前の朝鮮人の名前に対する政策の
研究には，水野直樹「植民地支配と名前―朝鮮支
配初期の「名前」政策についての研究ノート」
(『二十世紀研究』第２号，2001年12月）と，同
｢朝鮮植民地支配と名前の「差異化」―「内地人
ニ紛ハシキ姓名」の禁止をめぐって」(山路勝彦
・田中雅一編著『植民地主義と人類学』関西学院
大学出版会，2002年）がある。本文の引用は「植
民地支配と名前」から。
2) 前掲の『創氏改名』(金英達「第２章 創氏改
名の制度｣）および『創氏改名の研究』は，家族
法改正に至る過程に関しては簡単な指摘に留まっ
ている。
3) 家族法に関わる「朝鮮民事令」第11条の条文は
次の通りである。
第一条ノ法律（｢民法」等の内地法を指す＝
引用者）中能力，親族及相続ニ関スル規定ハ
朝鮮人ニ之ヲ適用セス
朝鮮人ニ関スル前項ノ事項ニ付テハ慣習ニ依
ル
1921年の改正（制令第14号）で「能力」(法的な
資格）は「民法」規定が適用され,「親族」｢相続」
の家族法が「慣習ニ依ル」こととなった。同時に,
｢親族」｢相続」の中で「民法」の規定が適用され
る４事項が但し書きされている。1922年の改正
(制令第13号）では，但し書きに新たに５事項が
加えられた（1933年にも届出先の改正あり)。そ
して，1939年の改正（制令第19号）で「氏」をは
じめ３事項が加えられ，これがいわゆる「創氏」
の規定となったのである。
さらに，本稿では「朝鮮民事令」改正を検討
するために，立法事業と旧慣制度調査事業（以
下，旧慣調査と略す）との関係を見る枠組みを
用いる。両者の関係を検証することは，朝鮮に
内地法を延長施行するのか，それとも植民地と
しての特別法を制定するのかを見極めるという，
立法政策のより本質的な解明にもつながる4)。
朝鮮では1930年代にはいり，旧慣調査におい
て再び立法事業に連動して「慣習」の調査がお
こなわれるようになる。その「慣習」とは「朝
鮮民事令」で規定されている慣習法である。こ
れを「朝鮮民事令」改正という立法事業におけ
る方針転換と見ることができる。本稿ではこの
方針転換を論じ，その前の段階でおこなわれた
内地延長主義的な改正議論を考察しよう。
また，朝鮮における家族制度の三大鉄則は
「姓不変」｢同姓不婚」｢異姓不養」とされる。
従来，創氏改名との対抗関係から見る枠組みが
強調されたため，植民地期における家族制度の
変容を見る観点が先行研究では欠落する傾向に
あったといえる。本稿では，三大鉄則も変容に
直面していたと見る観点も併せもち，総督府に
よる家族法改正の問題に取り組もうとする。
本稿で用いる「慣習｣5)なる用語は,「朝鮮民
事令」で「慣習ニ依ル」と定められた慣習法を
指している。この慣習法は，旧慣調査の歴代担
当部署等が裁判所等の照会に応じて出した回答
や，その反映としての判例等の形になっている。
また，1921年に総督府に設置された旧慣及制度
調査委員会（～1924年末）での決議により,
「親族」｢相続」における「慣習」の主要項目
が整理されている6)。それゆえ，ここでいう
「慣習」の内容は総督府当局の把握・認識した
もので，当時の朝鮮社会における実態と一致し
たものとはいえない。
１ 「大家族制度崩壊の傾向」
統監府時代に不動産関連法が制定され併合後
の総督府にも受け継がれるが，その登記制度の
矛盾が直接の引き金となり,「宗中財産」をめ
ぐる紛争が多発していく。すなわち,「宗中｣7)
が法人と認められなかったため，形式的所有者
となる登記の名義人が生じ，実質的所有者であ
る宗中と分離していく過程で紛争が増えていっ
た8)。その後，1930年に「朝鮮不動産登記令」
が改正され（制令第10号)，法人と認められな
い宗中がその名義で登記できる道が開かれたに
もかかわらず，訴訟事件となる紛争は依然とし
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4) 春山明哲「植民地における「旧慣」と法」(『季
刊三千里』41号，1985年２月）は，植民地におけ
る旧慣調査と立法事業の関係を考えるうえで示唆
に富んでいる。
5) ｢慣習」を定義しておこう。一般的に用いられ
る意味での広義の慣習とは別に，狭義の「慣習」
は法令で規定がなされている。その法令は「法例
ヲ朝鮮ニ施行スルノ件」(1912年，勅令第21号）
で朝鮮にも施行されることになった「内地」の
｢法例」(1898年，法律第10号）である。その第２
条には,「公ノ秩序又ハ善良ノ風俗ニ反セサル慣
習ハ法令ノ規定ニ依リテ認メタルモノ及ヒ法令ニ
規定ナキ事項ニ関スルモノニ限リ法律ト同一ノ効
力ヲ有ス」とある。すなわち,「公ノ秩序又ハ善
良ノ風俗ニ反セサル」という前提条件に加え,
｢法令ノ規定ニ依リテ認メタル」あるいは「法令
ニ規定ナキ事項ニ関スル」のどちらかが満たされ
た場合，その「慣習」は「法律ト同一ノ効力ヲ有
ス」のである。
6) ｢旧慣及制度調査委員会決議」は，中枢院編
『民事慣習回答彙集』(中枢院，1933年）に附録と
して収録されている。
7) 植民地期の「宗中」あるいは「門中」は，朝鮮
後期のそれを継承したものである。祖先祭祀と儒
教的血縁秩序の樹立，吉凶事の協調，子弟教育の
機能をもち，これらの事業のために所有している
財産（｢宗中財産｣，日本の造語）があった。李昇
一「  宗中財産「朝鮮不動産登
記令」―	
  」(｢日帝植民地
時期の宗中財産と「朝鮮不動産登記令」―所有権
紛争を中心に」『史学研究』第61号，2000年12月）
の説明を参考にさせてもらった。
また，総督府当局は「親族ノ範囲」を「有服ノ
親族」と見なしたので（前掲「旧慣及制度調査委
員会決議」の「第一 親族ニ関スル事項」1921年
８月６日・17日決議)，｢宗中」と「門中」を区別
し, ｢門中」は「宗中の一種たる宗族団体に他な
らぬけれども，其れは現時法律上の親族の範囲と
認められる有服親中の宗族を以て構成され」ると
認識していた（中枢院調査課編『朝鮮祭祀相続法
論序説』中枢院，1939年518頁)。
8) 前掲「  宗中財産「朝鮮不動
産登記令｣」を参照。この研究は，1930年の「朝
鮮不動産登記令」の改正（制令第10号）が，宗中
を法人と認めないままその名義で登記できる道を
開いたことを明らかにしている。
て多数であった。
たとえば,「宗中財産」をめぐる訴訟を扱っ
た論説によると，1932年から1940年６月までの
高等法院（第三審）判決のうち,「宗中」また
は「門中」が当事者となる事件数が117件あり，
うち116件が「財産権上の訴」であった。さら
に，この116件の中でも99件は,「概して宗中に
関係ある財産を繞つての宗中員間の紛争」であ
ったという9)。このような紛争の多発は家族制
度の変容状況を示していると思われるが，その
立証のためにはさらなる考察が必要であろう。
ここでは参考までに，同資料における「財産権
上の訴」についての解説を示すに留める。
内土地又は林野の登記請求，所有権の確認
引渡及収去，詐害行為，墳墓堀移，強制執
行及仮差押に対する異議事件等不動産に関
するもの九十九件の絶対多数を占めてゐる。
争の内容は概して宗中に関係ある財産を繞
つての宗中員間の紛争と云へる。(中略）
若し全鮮に於ける第一審の統計に求むるな
らば右様の訴訟事件は相当の数を示すであ
らう。
次は「相当の数」とされる第一審（地方法院）
の件数を推測する手がかりとして，民事訴訟事
件の受理件数を見てみよう。1932年中の民事訴
訟事件の受理件数は，第一審が48,957件，第二
審（覆審法院）が2,758件，第三審（高等法院）
が685件であった。合計52,400件で，未済が
4,666件である10)。単純計算で，第一審は第三
審の約71倍という件数になる。
このような訴訟事件となる紛争が多発してい
る背景を考えるに際して，金斗憲11)「朝鮮に於
ける大家族制度崩壊の傾向 (１)・(２)｣12)は，
当時の朝鮮社会における家族制度の実態を知る
手がかりとなる。そこでは，植民地期において
「大家族制度」が「急激なる社会的変動につれ
て漸く崩壊の傾向を示し，個人本位の所謂個別
家族形態への変移過程に置かれてある」と報告
されている。
さらに,「家族親族間の紛争」の「原因」が
次のように説明されている。
即ち旧来の制度が新興社会の要求を充すに
充分ではなく，そこに新旧の衝突を生じた
によるものである。而も多くの場合紛争の
中心は財産に関する問題であるが，それは
家族共産的精神が漸次衰微し個人的私有権
を重要視せんとする個人主義的傾向を示す
ものであることが明かである。
ここで「原因」として示された「個人主義的傾
向」とは，前述の「個人本位の所謂個別家族形
態への変移過程」を反映した表現であると理解
できる。
また，この論説では「変動」をもたらした
「諸条件」４項目に対して考察が加えられてい
る。４項目とは，①「経済機構の変動」②「法
律上の変改」(｢朝鮮民事令」の改正）③「婦女
の地位の向上」④「外来西洋思想の普及」であ
る。そして,「朝鮮に於ける大家族制は漸次崩
壊の道を辿りつゝある訳である」と結論づける
のである。
この「崩壊の道」に「更に深刻な積極的動因
をなすもの」として，大家族制に関連する「幾
多の弊害」に対して「反動的心理が底流をなし
て」いることも指摘されている｡「幾多の弊害」
には,「欠陥」として「早婚の弊害」｢姑婦の不
和」｢寡婦の再婚禁止」｢親類への依頼」｢冠婚
喪祭の過重」｢長子相続の偏重」｢庶子の賤待」
｢妾制」等があげられている。
一方で，このような近代主義的立場からの批
判は，いち早く甲午改革における家族法変革の
試みにおいても見いだすことができる。しかし，
その改革は「封建統治層による上からの主導」
であったことに加え，日本の内政干渉下に推進
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9) 高橋隆二「宗中財産を繞る法律関係に就て」
(『司法協会雑誌』第19巻第10・11号，1940年11月）
を参照。高橋隆二は高等法院判事である。
10) ｢民事訴訟事件調」(『調査月報』[朝鮮総督官房
文書課〕1934年５月）
11) 金斗憲は1903年に全羅南道に出生。東京帝国大
学文学部倫理学科を卒業し，梨花女子専門学校・
専化専門学校の教授，延禧専門学校の講師を経て，
解放後にソウル大学校文理科大学教授に就任して
いる。金斗憲『韓国家族制度研究』(ソウル大学
校出版部，1969年）の「著者略歴」による。 12) 『調査月報』1940年１月・２月
された事情から,「この非「自主採新」に対し
て民衆は拒否反応を示した」という13)｡「自主
に非」ざるゆえに「採新」を否定する民衆の反
作用は，植民地期においてもいわゆる「日本的
近代」を拒否する民衆の心理の一側面として理
解できるのではないだろうか。
以上から，朝鮮社会の状況が「大家族制度崩
壊の傾向」にあって，民衆の心理として，家族
法の変革を求める気運と同時に，その変革に対
する拒否反応も混在していることが予想される。
その拒否反応は，これがすべてとはいえないが，
変革が非「自主採新」ゆえに生じるものとして
も想定しておく必要があろう。これら両者の混
在も原因となって利害の衝突を生み，民事訴訟
事件にまで発展する家族・親族間の紛争が繰り
広げられていたと推測される。
では，多発する家族・親族間の紛争のために，
総督府当局はどのような対応策を講じるのであ
ろうか。時期は下って，1939年に「朝鮮人事調
停令」(制令第８号）が制定されている。第１
・２条からもその対応策の一端がうかがえる。
第１条 家族親族間ノ紛争其他一般ニ家庭
ニ関スル事件ニ付テハ当事者ハ本
令ニ依リ調停ノ申立ヲ為スコトヲ
得。
第２条 調停ハ道義ニ本ヅキ温情ヲ以テ事
件ヲ解決スルコトヲ以テ其ノ本旨
トス
前掲「朝鮮に於ける大家族制度崩壊の傾向
(１)」がこれらの目的を解説している。それに
よると，第１条は「即ち近来頻発する所の骨肉
紛争の現状に照らして之を調停せんとすること
を主とするもの」で，第２条は「特に民法の規
定に依る外に尚ほ道義観念によつて円満解決の
途を講ぜんとするもの」となる。
もちろん「内地」での「人事法案」起草の流
れと無関係ではないだろう。だが，訴訟事件と
なる紛争が依然として多発していた状況を考え
ると，やはり第１条の解説のとおり,「骨肉紛
争」の「調停」が応急策となったことに頷ける。
それでは，以上のような「大家族制度崩壊の
傾向」が，朝鮮の家族制度および総督府の政策
に及ぼす影響はいかなるものであったのだろう
か。前者に関して考えられるのは,「大家族制
度」を支える三大鉄則（｢姓不変」｢同姓不婚」
｢異姓不養｣）や,「宗中財産」をめぐる紛争に
深く関わる相続（｢祭祀相続」｢財産相続｣）が，
その変容に直面していることである。
次に後者の政策面であるが，三大鉄則と「宗
中財産」の両者をそのまま政策に当てはめると，
それぞれ「朝鮮民事令」第11条で大部分が依然
として「慣習ニ依ル」ところの「親族」および
「相続」に該当する。第２節では立法事業が旧
慣調査と連動してくることを論じるが，ここで
第11条規定の慣習法に依ることがもはや困難と
なっている社会的状況（社会の実態および訴訟
の現状）を確認しておきたい。
２ 旧慣調査と立法事業の関係
統監府の初代統監・伊藤博文は，韓国政府の
法律顧問として梅謙次郎（東京帝大法科大学教
授）を招聘した。梅は不動産関連法の制定と裁
判所構成法の改正に加え，民商統一法典の編纂
のための慣習調査および民事訴訟法典の起案に
力を注いだ。しかしながら，民事関係で注目さ
れる後二者に関して，民商統一法典は起草に至
らず，民事訴訟法典も公布には至らなかった。
日韓併合条約が結ばれたこと，および同時期に
梅が急死したことが理由とされる14)。
では，旧慣調査に関して，以下，朝鮮総督府
中枢院編『朝鮮旧慣制度調査事業概要』(中枢
院，1938年）を参考にしながら概略を述べよう。
担当部署は，法典調査局（1907～10年)，取
調局（1910～12年)，参事官室（1912～15年)，
中枢院（1915～45年）となる。
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13) 李丙洙「朝鮮の近代化と刑法大全の「頒示」―
家族法を中心として」(『思想』第583号，1973年
１月）
14) ｢韓国近代立法事業」の中で梅謙次郎を位置づ
けた鄭鍾休「梅謙次郎と韓国近代立法事業」(『法
律時報』70巻７号，1998年６月）が参考になる。
梅の「立法的夢の挫折」の背後には，仮説として，
日本政府内に韓国向けの法典制定派と日本法強制
派という２つの流れの対立があったと指摘されて
いる。
旧慣調査の目的は，①「行政上各般の施設に
資料を供」すること，②「司法裁判の準則とな
るべき旧慣を示す」こと，③「他日朝鮮人に適
合すべき法令を制定する基礎を確立する」こと
とされる。②は「朝鮮民事令」で規定された
「慣習」(慣習法）の提示，③はその「慣習」
の成文化を指している。②は依用される内地法
の補完的意味ももつが，同時に③の「慣習」成
文化の前提作業としても位置づけられよう。
なお，中枢院移管後より用語として「慣習」
と「旧慣」の併用が見られ，前者は司法的な側
面で，後者は行政的な側面で使用されていると
いえる。
次に，旧慣調査の中でも家族法に関係する調
査の変遷を見よう。なお，旧慣調査は1921年に
「民事慣習」｢商事慣習」｢制度」｢風俗」に区
分・分立されていて，このうち「民事慣習」が
家族法に関係している。
法典調査会でおこなわれていた民法等の起草
事業が併合により中断される。1912年に「民法」
等の内地法を依用する「朝鮮民事令」が制定さ
れるが，第11条では「能力」｢親族」｢相続」が
「慣習ニ依ル」こととなった。
1912年以降は調査範囲が「慣習の適用を認め
たる事項」であるため，②裁判の準則を提示す
ることと同時に，③「慣習」の成文化をも視野
に入れた調査であったといえる。しかし，1915
年に中枢院に移管され，三・一運動を経た1921
年から調査事業の方針が転換される15)。そして，
1923年からは調査範囲が,「民事に於ては其の
編別は大体民法に倣ひ」というように,「民法」
の全面的依用を前提とした調査となる（さらに
は，関東大震災後に行政整理により事業が縮小，
事業自体も遅滞する)。こうして，立法事業は
旧慣調査から離れて内地延長主義を基調として
いき16)，法改正の立案等を担当する司法法規改
正調査委員会が設置される（第３節で検討する)。
ところが，同委員会の規程が1932年３月に廃
止された。そして，その翌年の1933年のことで
ある｡「民事慣習」調査において1930年に計画
された「民事慣習調査報告書」の調査範囲が,
「母国法条の適用せらるる事項に付ては一時調
査を中止し，現に慣習法として適用ある事項に
付てのみ調査すること」に変更される。すなわ
ち，再び②裁判の準則提示および③「慣習」の
成文化に重点が移っていることがうかがえる。
これを立法事業との関係から見た場合，旧慣
調査における２度目の方針転換と考えられる。
なぜなら，後述するように，この後旧慣調査が
再び立法事業に連動して進められていくからで
ある。また，この時期に多発していた家族・親
族間の紛争および訴訟事件の状況も，この方針
転換の傍証となるであろう。
この方針転換の後,「民事慣習」調査におい
て刊行される調査書（方針転換の前は1930年の
『小作に関する慣習調査書』がある）は，中枢
院編『民事慣習回答彙集』(中枢院，1933年)，
中枢院調査課編『李朝の財産相続法』(中枢院，
1936年)，中枢院調査課編『朝鮮祭祀相続法論
序説』(中枢院，1939年）となる。方針転換の
年の12月に刊行された『民事慣習回答彙集』は,
「慣習」を成文化していく方針に沿って編集さ
れたと考えることができる（後述)。また，こ
の年の７月には京城帝国大学教授である藤田東
三著の『朝鮮親族法相続法―主として朝鮮高等
法院判例を中心としての考察』も出版されてい
る。
では，以上のような旧慣調査と立法事業の関
係の変遷を踏まえて,「朝鮮民事令」改正を中
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15) 本文で前述したように，旧慣制度調査事業は
1921年に「民事慣習」｢商事慣習」｢制度」｢風俗」
の４調査に区分され，それぞれ分立して調査が進
められた。それは，目的が②裁判の準則提示およ
び③「慣習」の成文化よりも，①の行政上の資料
調査に重点が移ることを意味する。すなわち，分
離独立した「風俗」調査が，取締り対象である
｢迷信」等を調査して行政上の資料とする事業に
象徴される｡「風俗」調査の附属事業は，後に総
督官房での調査事業に格上げされ，村山智順と善
生永助が担当することになるのである（村山は附
属事業の時点から担当)。
16) 台湾では1923年に「台湾民事令」(1908年，律
令第11号）が廃止され，民法・商法・民事訴訟法
等が一部の例外を残し延長施行されている（1922
年，律令第６号「民事ニ関スル法律ヲ台湾ニ施行
スルニ付改廃ヲ要スル律令ニ関スル件｣)。
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回 年月 諮 詢 事 項
１ 1919. 9 一、墓地・火葬場・埋葬及火葬取締規則改正ノ件
２
1921. 5 一、成年・妻・能力・禁治産・準禁治産ニ関スル規定ヲ設ケ、並ニ親権者・後見人・保佐
人・親族会等ノ制ヲ設ケムトス
３
1921.12 一、男ハ満十七年、女ハ満十五年ニ至ラザレバ婚姻ヲ為スコトヲ得ズトノ規定ヲ設クルコ
ト
二、夫婦ハ其ノ協議ヲ以テ離婚ヲ為スヲ得ベク、又民法第八百十三条ノ原因アル場合ニ限
リ、其ノ一方ヨリ離婚ノ訴ヲ提起スルヲ得セシメ、裁判ニ依リ離婚セシムルノ規定ヲ
設クルコト
４ 1923. 7 諮詢事項ナク、民情其ノ他地方状況陳述
５
1924. 9 一、男子ナクシテ女子ノミアル者ハ其ノ女子ニ他姓ノ男子ヲ婿養子ト為スコトヲ得此ノ場
合ニハ養家ノ姓ヲ称スルコトトスルノ制ヲ定ムルノ要否
二、家ニ称号ヲ付スルコトヲ定ムルノ要否
三、地方文廟中相当格式アルモノニ司成ヲ置クコトヲ定ムルノ可否
四、施政ノ改善ニ関シ特ニ必要ト認ムル事項
６ 1926. 1 諮詢事項ナク、民情其ノ他地方状況陳述
７
1927. 8 一、国有林野冒耕火田ノ整理及火田民救済ニ関スル方策
二、地方改善ニ関スル意見如何
８ 1928. 1 諮詢事項ナク、民情及地方ノ状況陳述
９
1929. 5 一、産業ノ振興ニ関シ将来本府ニ於テ施設ヲ要スルト認ムル事項
二、最近地方民情中特ニ注意スベキ事項並ニ之ニ対スル意見
10 1930. 9 一、地方ノ実情ニ鑑ミ特ニ施設ヲ要スト認ムル事項
11 1931. 9 一、現時ノ情勢ニ鑑ミ民衆ノ生活安定ノ為施設ヲ要スト認ムル事項
12 1932. 3 諮詢事項ナク、民情及地方ノ状況陳述
13 1932. 9 一、地方ノ実情ニ鑑ミ思想善導、民力涵養上特ニ施設ヲ要スト認ムル事項
14
1933. 7 一、地方ノ状況ニ鑑ミ農山漁村振興上特ニ施設ヲ要スト認ムル事項
二、儀礼ノ準則制定ニ関スル事項
15
1934. 4 一、農家更正計画ノ実施状況ニ鑑ミ将来本計画ノ貫徹ヲ必期セシムル方策
二、都市ニ於ケル民心ノ作興ヲ図ル具体的方策
16
1935. 4 一、半島ノ現状ニ鑑ミ、民衆ニ安心立命ヲ与フル最モ適当ナル信仰心ノ復興策如何
二、各地ニ於ケル民心ノ趨向並ニ之ガ善導ニ関スル意見如何
17 1936.10 諮詢事項ナク、民情其ノ他地方状況陳述
18
1937. 6 一、社会施設中朝鮮ノ現状ニ鑑ミ特ニ強調実施ヲ要スト認ムル事項及之ヲ一般民衆ニ徹底
セシムルニ適切有効ナル方策
二、同本同姓相婚禁止ノ制ハ依然トシテ之ヲ認ムベキカ
19
1938. 5 一、時局ニ鑑ミ農山漁村振興運動ノ拡充強化ヲ図ルニ最モ適切ナル方策如何
二、内鮮一体ノ精神ヲ一般国民ノ日常生活ニ実践具現セシムル方策如何
三、隠居ノ制度ヲ設クルノ要ナキヤ
22
1941. 6 一、時局下ニ於ケル民情ニ付施政上特ニ留意スベキ事項如何
二、男子ノ法定推定戸主相続人在ラザル場合女子ヲシテ戸主相続ヲ為サシムル制度ノ可否
如何
表１：中枢院会議の諮詢事項一覧
心とする立法事業の流れを，諮問機関としての
中枢院会議における諮詢事項から読み取ってい
こう。
中枢院会議での諮詢事項を管見の限り列挙し
たのが表１である17)。なお，会議に出される諮
詢事項の選定過程は，会議に先だち中枢院書記
官長から各局長宛通牒により諮詢事項について
照会され，各局から諮詢事項が書記官長宛に送
られる仕組みとなっている18)。
三・一運動後に開催されるようになった中枢
院会議の第１回の諮詢事項は,「共同墓地」以
外への埋葬を禁じた「墓地，火葬場，埋葬及火
葬取締規則」(1912年，総督府令第123号）の改
正に関する内容である19)。
第２回，第３回，第５回は，内地延長主義に
もとづく「朝鮮民事令」第11条の改正（｢民法」
規定の適用拡大）に関する内容である。第５回
はとくに「創氏」に関わる内容であるため，第
３節で詳細に検討することにしよう。
第６回からは注目すべき内容がなくなり，と
くに第10回から第13回までは漠然とした内容で
あったり，あるいは諮詢事項がなかったりとい
う状態である。
ところが，1931年に宇垣一成が総督に就任し
（７月着任)，翌年より農村振興運動が開始さ
れる（実質的には1933年より)。同時期に中枢
院の改革が叫ばれ，施政上の重要課題に関する
諮問機関としての機能も強化が試みられるよう
になる20)。
そのため，宇垣の総督在任期間において，諮
詢事項が重要な政策立案に関わる内容となって
いる（着任直後の２回を除き，第13回から第16
回まで)。それから，南次郎の総督着任（1936
年８月）直後は別として，翌年からもその重要
性は引き継がれている（第18回から)。とくに，
第18回からは「朝鮮民事令」改正に関わる諮詢
事項が再び登場していて，総督府法務局におい
て法改正作業が再開されたことがうかがえる。
これは，1933年以降に「民事慣習」調査が立法
を目指していったことと関係しているのであろ
うか。この解明も次の課題となってくる。
３ 家族法の改正議論
意外なことに,「氏制度を布く案」作成の初
出の年が1919年だという記録がある21)。これが
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17) 諮詢事項の第１回から第17回までは，警務局長
宛の中枢院書記官長通牒「中枢院会議諮問事項ニ
関スル件」(1937年，朝枢秘第10号）に添付の
｢諮詢事項一覧表」による（第13回から第16回ま
では会議録や参議答申書でも確認できる)。他は，
中枢院発行の『第十八回中枢院会議参議答申書』
『第十九回中枢院会議参議答申書』『第二十二回中
枢院会議参議答申書』による。開催日は『朝鮮』
巻末の「日誌」欄で確認できる。
第20・21回および第23回以降の諮詢事項は不明｡
｢日誌」欄（『朝鮮』第290号，1939年７月）には，
1939年５月29日に「臨時中枢院会議開催」とある。
それ以降,「日誌」では中枢院会議開催を見いだ
すことができない｡『第二十一回中枢院会議各局
部長演述』(中枢院，1940年）によると，第21回
は1940年６月に開催されていることが確認できる。
また，表１では省略したが，第１回の諮詢事項
には具体的な検討項目が４つ列挙されている。
18) 前掲「中枢院会議諮問事項ニ関スル件」による。
19) 改正法規(1919年，総督府令第152号）では，一
定の条件のもとで「私設墓地」(行政上の用語，
ここに新たな埋葬が可能）の設置が認められた。
詳細は，拙稿「朝鮮総督府の墓埋政策と民衆の墓
地風水信仰―1920年代までを中心に」(富坂キリ
スト教センター編『大正デモクラシー・天皇制・
キリスト教』新教出版社，2001年）を参照。
1912年制定の同法令の草案は，当時の旧慣調査
担当部署である取調局が作成していたこと，およ
び改正法規の起案を後継部署の中枢院が担当した
ことが推測される｡「法令草案，墓地規則」(総督
府や取調局の原稿用紙使用）と「墳墓」(中枢院
の原稿用紙使用）の綴本からなる中枢院編『墳墓
ニ関スル旧慣並ニ旧法規』(1919年，韓国国立中
央図書館所蔵）による。
20) 中枢院の機能強化と「儀礼ノ準則」(第14回の
諮詢事項）に関しては，拙稿「旧朝鮮総督府中枢
院と朝鮮の儀礼」(『韓』114号，1989年５月）が
あるが，加筆・修正すべき点が多い。制定された
｢儀礼準則」は本稿で扱う「朝鮮民事令」改正と
直接の関係はないが，そこからは家族制度観もう
かがえるので，別稿で述べることを予定している。
21) 前掲『創氏改名』(宮田節子「第１章 創氏改
名の時代｣）では，総督府法務局民事課長岩島肇
の講演「氏の制度に就いて」(1940年３月）から，
法務局保存の「古い記録」を見た岩島の言葉が引
用されている（37頁)。そして，その言葉をもと
に，1919年と1929年の２度にわたって「氏制度を
布く案」が作成された可能性が指摘されている。
事実なら，内地延長主義の方針により戸籍制度
導入に向けていち早くこの案が作成されたもの
と推測できるが，その真偽は依然として不明の
ままである。
その後，家族法に関わる「朝鮮民事令」第11
条が1921年と1922年に改正され,「親族」｢相続」
の中で９事項につき「民法」の規定が適用され
ることになる。前述したように，旧慣調査にお
いて1921年より立法事業との関係が弱まり，行
政上の資料作成の方に重点が移っている。この
ことは，この時期の改正が内地延長主義的な目
的であったことを裏付けている。
そして，1922年の改正（12月７日制定）とほ
ぼ同時に「朝鮮戸籍令」(12月18日，総督府令
第154号）が制定され，翌年７月より施行され
た。これを受けて，法務局では「朝鮮民事令」
第11条改正に向け，再び「氏制度」の議論を登
場させている。
1924年開催の第５回中枢院会議で諮詢された
４事項は表１のとおりで，そのうち第１・第２
の事項は「朝鮮民事令」改正に関わるものであ
る｡「司法当局に於ては，尚一段と法制上内鮮
の近似に努むる為，民衆の期趨
マ マ
を洞察し且之が
慎重を図る趣旨」という，法制一元化を目指し
た内地延長主義的な目的も表明されている。こ
れら２事項は法務局より諮詢され，会議の結果
いずれも「制定を要するものと」して「決定」
されるのであった22)。
諮詢事項の２事項において注目されるのは,
「異姓不養」の鉄則に反する「婿養子」が第１
に挙げられ,「氏制度」を第２に配している点
である。これら２つの諮詢事項について，松寺
竹雄23)法務局長が会議の席上で理由説明をおこ
なっている24)。
「婿養子」に関しては,「近頃，追々ニ婿養子
ヲ致シタイトイフ希望」を示しながら，同時に
「人情」｢人間の至情」｢人情自然ノ欲求」｢親
子骨肉間の至情」｢親ハ子ヲ愛ス」のように人
情に訴えながら,「慣習ニ一ノ例外ヲ設クルコ
ト」を主張している｡「氏制度」に関しては,
「純然タル家族制度ガ行ハレテ居リマシテ，家
ヲ社会組織ノ単位ト致シテ居ルニ拘ラズ，其ノ
家ニ名称カ無イノハ実ニ不可思議ナコト」とい
うように，日本型戸籍制度の確立（朝鮮人の戸
籍に「氏」を設けること）を目指す意図が見い
だせる｡「日常不便ノ点ガ多」いとか,「実生活
ト一致セシムルトイフコト」という表現もこの
意図の延長線上にあり，内地延長主義的な改正
議論であることがうかがえる。
また，当事者である参議たちの間で比較的賛
同が得やすいと判断される「婿養子」を突破口
にして25)，反対が懸念される「氏制度」を後か
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22) 南雲幸吉『創氏及氏名変更手続と届出書式』
1940年，23～24頁
23) 松寺竹雄は，統監府時代の1908年に大韓帝国の
法典調査局委員から法部刑事局書記官に転じ，併
合後は検事として京城地方法院検事局，平壌つづ
いて大邱の両覆審法院検事局に勤務する。1924年
から1929年まで法務局長，1930年から1931年まで
高等法院検事局の検事長を務めた｡『(大韓帝国）
職員録』(1908年)，『朝鮮総督府及所属官署職員
録』(1910～43年）などがデータベース化された
｢職員録資料」(WEB サイト「韓国歴史情報統合
システム｣）による（2002年７月現在)。なお，職
員録にもとづいているため年は概ねその年度を示
している（以下，同様)。
24) 南雲幸吉『現行朝鮮親族相続法類集』(1935年）
には附録「朝鮮親族及相続中改正案」として,
｢松寺法務局長ノ諮詢事項理由説明」(1924年）と
｢深沢法務局長説明親族及相続ニ関スル規定ノ改
正ニ就テ」(1930年）が収録されている。両資料
は，前掲『創氏及氏名変更手続と届出書式』にも
掲載されている。
鹿島晶子「｢創氏改名」について―朝鮮におけ
る戸籍制度の変遷と関連して」(未発表，1999年）
の「第三章 氏制度導入の経緯」では,「法務局
による試み」が「戸籍法の朝鮮施行による戸籍制
度の内外一元化」であったと指摘されている。ま
た，前述の両資料についても紹介されている。
なお，南雲幸吉は1917年から京城地方法院書記，
1924年に法務局民事課属，1925年から同局法務課
属，1932年から1936年まで高等法院書記課書記を
務めた。その間，1928年から1931年まで司法法規
改正調査委員会（本文後述）の書記を担当してい
る。前掲「職員録資料」による。
25) 日本人知識人の間には,「養子制度に於ける異
姓不養の原則の不合理を切実に感ずる者は老人階
級なるに反して，婚姻制度に於ける同姓不婚の原
則の不合理を最も直接に感ずる者は青年階級であ
る」という認識があった。安田幹太「朝鮮に於け
る家族制度の変遷」(『朝鮮』第296号，1940年１
月号）による。
ら打ち出すという議論のやり方は，この後の法
改正の展開における両者の関係を見るうえでも
重要だと考える。
それから２年後，1926年の『京城日報』の記
事26)は，これら２つの諮詢事項に関して「一部
の論議はあつたが賛同を得てゐ」たと伝えてい
る。この年に「内地」では「民事訴訟法」(｢朝
鮮民事令」第１条で朝鮮での依用が定められて
いる）が大改正される。その施行が２年後の
1928年に「内定」しているので，法務局では
「これと伴つて民事令の改正を行ふ内意あり，
予て調査研究をなしてゐ」て,「この改正に関
し目下立案をなしてゐ」るとのことである。
その直後の別の記事27)は，改正「民事訴訟法」
の施行が延期され1929年度になりそうであるた
め，法務局では「朝鮮民事令」の改正も「左程
急ぐ必要はないと見てゐるやうである」と報じ
ている。松寺法務局長談として，1927年の春か
ら調査に着手し，その際には「委員会でも組織」
する。また,「私一個の考へとしては出来得る
限り内地法に接近せしめ従来朝鮮では認められ
てゐなかつた隠居制度をみとめ」るという。改
正「民事訴訟法」の施行に合わせる点も含めて，
やはり内地延長主義的な意図が読みとれる。
法務局長談にあった「委員会」は，司法法規
改正調査委員会（1927年５月制定の総督府訓令
第13号により規程が定められた）の組織となっ
た。同委員会規程によると，委員長は政務総監
で，委員は「朝鮮総督府高等官ノ中ヨリ朝鮮総
督之ヲ命ズ」とされた｡『朝鮮総督府官報』(第
104号，1927年５月７日）の「叙任及辞令」に
よると，松寺法務局長の他に10名の総督府の事
務官と判事が委員に任命されている。
さらに『京城日報』の別の記事28)によると，
1927年度および翌年度に司法法規改正調査委員
会の会合が開かれている。そして，1929年度は
改正「民事訴訟法」施行に関係した部分におい
て「朝鮮民事令」の改正等をおこなうために休
会となり，翌年の1930年度には「更に一万円の
経費を計上して委員会を継続開会」する予定だ
という。ここからは,「朝鮮民事令」改正が当
初の予定である1929年度には間に合っていない
ことがわかる。
この点に関して，委員会で主として「協議せ
られつゝあるもの」には，前掲の諮詢事項であ
る「婿養子」と「氏制度」の関連項目に,「同
本同姓の婚姻を認むべきか」も加えられていた
し，さらには第11条以外の項目も多く含まれて
いた。そのため，第11条だけでもその改正作業
には時間がかかるものと推測される。だが，そ
れにもかかわらずこの記事すなわち1929年11月
の時点では,「明年中位には朝鮮民事令の改正
となつて現れるであらうと期待されてい」ると，
楽観的であったのはなぜだろうか。
法務局の「古い記録」によると，1929年にも
「氏制度を布く案」が作成されていたという29)。
そうならば，司法法規改正調査委員会では1929
年に「氏制度」に関する改正案を作成していた
ことになる。これらの資料を見る限りは，同委
員会による第11条の改正作業は比較的順調に進
んでいたかのように思われる30)。
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安田幹太は，1928年から1929年まで京城帝大法
文学部助教授，1930年から1939年まで教授として
教鞭をとった。その間，1937年から1939年まで司
法法規改正調査委員会（1937年に再設置された）
の委員も務めている（前掲「職員録資料｣)。その
後は京城で弁護士となり，金剛大道第２代教主の
保安法違反容疑事件でも弁護人となった（拙著
『朝鮮農村の民族宗教―植民地期の天道教・金剛
大道を中心に』社会評論社，2001年)。
26) ｢入籍すれば妻は夫の「姓」に改める」(『京城
日報』1926年６月23日)
27) ｢隠居制度や婿養子も認める朝鮮民事令の改正」
(『京城日報』 1926年11月20日)
28) ｢戸籍婚姻の因襲打破」(『京城日報』1929年11
月20日)
29) 註21を参照。
30) ｢朝鮮民事令」第11条の改正作業以外でも,「直
面の問題であつた民事訴訟法の改正に伴ふ朝鮮民
事令其の他訴訟手続に関する規定の改正に付先づ
調査を遂げ，続いて合有不動産の登記に関する規
定，信託に関する法令の制定等に付審議を重ね夫々
成案を得て朝鮮民事令其の他関係法令の改正実施
を見るに至つた」という｡『朝鮮』(第267号，
1937年８月）｢彙報」欄の「司法法規改正調査委
員会開会」による｡「合有不動産の登記に関する
規定」とは，1930年の「朝鮮不動産登記令」改正
(本文前述）を指していよう。
しかし,「朝鮮民事令」改正の実現が「期待」
されていた1930年の９月に，第10回中枢院会議
が開催され，その席上で第５回会議での２つの
諮詢事項について再び法務局長（深沢新一
郎)31)から説明があった。なお，この回の諮詢
事項は特定した内容ではなく,「地方ノ実情ニ
鑑ミ特ニ施設ヲ要スト認ムル事項」であった。
再び説明がなされた経緯に関しては,「何分
身分上重大なる影響あるが為，法令立案上慎重
を要し研究中なりしも更に本案理由の徹底理解
を図る為｣32)にとある。ここから,「身分上重大
なる影響」が要因で，朝鮮人である中枢院参議
たちの間で「本案理由の徹底理解」が得られて
いない状況を読み取ることができる。
深沢の説明内容は,「婿養子」に関しては,
「親子ノ愛情」｢人生自然ノ情誼」｢人生自然ノ
要求」とあるように，前回の松寺説明を繰り返
して人情に訴えたものである｡「氏制度」に関
しても,「家族関係錯綜シ，且取引ノ頻繁ニ行
ハルル現代時勢ニ適合スルモノ」という内地延
長主義的な内容には変わりがない。だが，より
明確にしているのは,「例セバ金氏，李氏ト謂
フ如ク，現在ノ姓ヲ利用シマシテ，之ヲ以テ家
ノ称号トスルコト」とあるように，朝鮮の姓を
「利用」した「氏制度」である点である。
すなわち，この時点での「朝鮮民事令」の
「氏制度」に関する改正案は，1940年実施の創
氏改名における「法定創氏｣33)の方式であった
ことがわかる34)。また，中枢院参議の間では氏
の創設が姓の変更を意味するという認識があり，
それゆえに反撥が存在したこともうかがい知れ
る。だが,「法定創氏」の方式が当初から計画
されたものだったのか，また参議間における反
撥がどの程度のものだったのか等，依然として
不明のままである。
結果として，司法法規改正調査委員会での
「朝鮮民事令」改正案は制定にまでは至らず，
同委員会は「行政整理の為」に35)1932年３月31
日付でその規程が廃止されることになった（総
督府訓令第25号)。その背後にある要因として，
中枢院参議の間で依然と「徹底理解」が得られ
なかったことや，この年度中に宇垣が総督に就
任したこと（1931年７月着任)，さらには「内
地」での「民法」改正作業が進行していたこと
も推測されるが，その解明は今後の課題とする
しかない。
お わ り に
以上のように，本稿では創氏改名の政策決定
過程に関する試論として，その前段階である
1920年代の「朝鮮民事令」改正問題を考察した。
この時期の「朝鮮民事令」の改正作業は日本型
戸籍制度の確立（朝鮮人の戸籍に「氏」を設け
ること）を前提とし，同時に内地延長主義的な
「民法」延長施行の方針に沿った改正作業であ
った。そして，改正作業を担当した司法法規改
正調査委員会が作成した「氏制度」案（1929年）
は，1940年実施の創氏改名における「法定創氏」
の方式であったと考えられる。さらに，この時
期に朝鮮の家族制度が変容に直面していたこと
も念頭に置いた結果，反対が懸念された「氏制
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31) 深沢新一郎は1908年に大韓帝国法部京城地方裁
判所判事，併合後に京城控訴院検事局検事となる。
1912年から総督府司法局書記官および事務官，
1920年から1922年まで総督府法務局事務官を務め
る（1923年からも法務局事務官を兼任)。1923年
から釜山地方法院，高等法院，京城覆審法院の各
検事局検事，1926年からは大邱覆審法院長を歴任
した。1930年から1931年まで法務局長，1932年か
ら1934年まで高等法院長を務める。前掲「職員録
資料」による。
32) 前掲『創氏及氏名変更手続と届出書式』31頁
33) ｢創氏」の方式には「設定創氏」と「法定創氏」
がある。1939年制定の「朝鮮民事令中改正ノ件」
(制令第19号）で附則により規定された（前者は
第２項，後者は第３項)。｢設定創氏」は日本人式
の氏による氏設定届を出す方式で,「法定創氏」
は期限までに氏設定届を出さなかった者に関して，
戸主の姓を氏にする方式となる。詳細は前掲『創
氏改名』第２章を参照。
34) 前掲『創氏及氏名変更手続と届出書式』(35頁）
には，1940年実施の創氏改名における「氏設定等
の改正理由」の中で,「氏は其の家の姓を以て氏
とすと謂ふが如きことにせず，氏は其の家の戸主
之を定むとし，…」とある。これは，1929年の改
正案が「法定創氏」の方式であったことを裏付け
ている。
35) 註30の「司法法規改正調査委員会開会」による。
度」は朝鮮人の間で要望が多いとされる「婿養
子」と対になって，後者を突破口にして議論さ
れていたことがわかった。
また，1930年代後半に復活する改正作業にお
いても，朝鮮人の戸籍に「氏」を設けることが
前提となるので，引き続き「氏制度」と「婿養
子」が対になり法整備の懸案事項にあがること
が予想される。また，この時期に旧慣調査が立
法事業と再び連動していることも視野に入れな
ければならない。
以上のような「朝鮮民事令」改正作業のその
後の展開を，別稿において引き続き政策決定過
程を見る視点から考察する予定である36)。そこ
では，1933年以降に旧慣調査が再び立法事業に
連動して進められたことや，1937年に再設置さ
れる司法法規改正調査委員会について検討する。
そして，同委員会が担う改正の内容を考察した
いと考える。
【附記】
本稿は，京都大学人文科学研究所共同研究班
「日本の植民地支配―朝鮮と台湾」(班長・水
野直樹氏）における研究成果の一部である。執
筆に際して，水野直樹，浅井良純，松田利彦，
菊地暁，金慶南，李承一の各氏より，資料や情
報を提供していただいた。感謝申し上げる。
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36) 京都大学人文科学研究所共同研究班「日本の植
民地支配―朝鮮と台湾」の論文集（近刊）に，拙
稿「創氏改名の政策決定過程に関する試論―家族
法改正の視点から」が収録される予定。
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A Study of the Idea of the Japanese Government-General of Korea
Regarding “Establishment of the Family Name System of Japan (創氏)”
Focusing on the 1920s
Masaaki AONO
This thesis tries to clarify the idea of the Japanese Government-General of Korea regarding
“Establishment of the Family Name System of Japan（創氏)” of the 1920s in colonial Korea.
My thesis depicts that the Japanese Government-General tried, in vain, to amend Korean Law of Civil
Affairs（朝鮮民事令）in 1929 with a view to enforcing the Japanese family name system on Korean fam-
ily registration. The Government-General attempted to make use of the original Korean clannish names
for the system instead of producing the family names like Japanese.
